別紙様式
平成24年度当初予算　　　支出科目　款：農林水産業費　　項：農業費　　目：農村教育推進費
	事業名:　新　新規就農者確保事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　　　　　　農政部　農業経営課　就農支援担当　電話番号：058-272-1111（内2847）

　　　　　　　　　　　E-mail：c11419@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：223,041千円（前年度予算額：　0千円）
	事業内容


	１　事業の内容


青年の就農意欲の喚起と就農後の定着を図るため、就農前の研修期間（２年以内）及び経営が不安定な就農直後（５年以内）の所得を確保する給付金を交付します。
（１）青年就農給付金（準備型）

①給付対象：県農業大学校等の農業経営者育成教育機関、先進農家・先進農業法人で研修を受ける４５才未満の者
②給付金額：年間１５０万（最長２年）
（２）青年就農給付金（経営開始型）
①給付対象：市町村の地域農業マスタープランに位置づけられている４５才未満の独立・自営就農者
②給付金額：年間１５０万（最長５年）
	２　所要経費


（１）新規就農者確保事業費　　　　　　220,734千円

　　①青年就農給付金（準備型）　　 37,500千円 
　②青年就農給付金（経営開始型）169,500千円
　③市町村事務費補助金　　　　　 13,734千円
（２）新規就農者確保事業推進事務費　　　2,307千円

　　①県推進事務費　　　　　　　　  2,307千円 
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


Ⅱ ふるさと岐阜県の資源を活かした活力づくり
２ 儲かる農業・林業・畜産業を実現し、持続可能な農山村をつくる
○農業の担い手を育成・確保する

（１）新規就農者を育成する
　　　　・就農情報の提供や相談活動、就農支援研修の実施から、就農後の技術、経営
支援による就農定着までの一貫した就農支援体制を整備する。
	２　これまでの取組状況


　就農希望者に対して、青年農業者等育成センターによる就農相談、就農希望者のニーズに応じた各種就農支援研修の実施、就農相談から営農定着までを一貫して行う地域就農支援協議会の設立などにより就農に向けての総合的な支援を行った結果、年間６０人（平成２２年度）の新規就農者を確保。
	３　これまでの取組に対する評価


就農希望者の農業に対する知識や理解度に応じた各種就農支援研修を継続的に実施したことや、就農相談から営農定着までを一貫して行う地域における体制整備を行った結果、毎年６０名程度の新規就農者を確保することができた。

しかし、現状では、ぎふ農業・農村基本計画（Ｈ２３．３策定）で掲げている新規就農者確保目標（５年間で４００人）を達成することは難しい状況にあり、栽培技術習得支援をはじめ農地・機械施設等確保支援など、関係機関が連携して地域ぐるみで行っている就農支援の体制に加え、就農支援研修期間から経営安定期間までの収入確保のための支援策が必要と考える。
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄付金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	223,041
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	0
	0
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	0
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	0
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